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マイナンバー制度が始まります。

社 号番税・障保会

マイナンバー制度が始まります。

マイナンバーでもっと便利に暮らしやすく  
マイナンバーは各機関が管理する個人情報が同じ人の情報であることを正確かつスムーズに確認するための基盤になります。
さらに、国や地方公共団体で分散管理する情報の連携がスムーズになり、様々なメリットをもたらします。

マイナンバーとは？  

公平・公正な社会の実現
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マイナンバーの活用により、所得や
他の行政サービスの受給状況を把握
しやすくなります。
負担を不当に免れることや不正な受
給の防止に役立ちます。
本当に困っている方へのきめ細かな
支援ができます。

国民の利便性の向上
年金や福祉などの申請時に、用意し
なければならない書類が減ります。
これにより、行政手続も簡素化され、
国民の負担が軽減されます。
行政機関にある自分の情報を確認し
たり、様々な行政サービスのお知ら
せを受け取ることがスムーズにでき
るようになります。

行政の効率化
行政事務が効率化され、国民の行政
ニーズに、これまで以上に対応でき
るようになります。
被災者台帳の作成などにマイナンバ
ーを活用することで、迅速な行政支
援が期待できます。

マイナンバーは生涯にわたって使うものです。
住所が変わっても、マイナンバーは原則変わりませんので、大切にしてください。

※国が新たに運用する「情報提供ネットワークシステム」で、情報のやりとりができるようになります。
　ネットワークの利用は、国が平成 29 年 1月から、市では平成 29 年 7月から開始する予定です。
　そのため、書類の添付が省略されるのは平成 29 年７月からとなります。

税分野 ●個人市県民税、軽自動車税、固定資産税　等

社会保障分野 【生活保護】
●生活保護

【中国残留邦人等支援】
●中国残留邦人等支援給付

【障害者福祉】
●身体障害者手帳の交付申請　　●障害福祉サービス等の支給申請
●自立支援医療費（育成・更生）の認定申請　　●特別児童扶養手当等の認定申請　等

【児童福祉】
●小児慢性特定疾病医療費　●保育所入所　●子どものための教育・保育給付　●児童扶養手当
●児童手当　●母子父子寡婦福祉資金貸付　●母子（父子）自立支援給付金　●妊娠の届出
●療育医療給付　●乳幼児医療費助成　●ひとり親医療費助成　等

【保険・年金】
●国民健康保険　　●後期高齢者医療　　●介護保険
●国民年金（市役所で受け付けているものに限る）　等

【健康増進】
●感染症入院医療費　等

【援護】
●戦没者等の遺族に対する特別弔慰金　●戦没者の妻に対する特別給付金
●戦傷病者の妻に対する特別給付金　●戦没者の父母に対する特別給付金　●被災者生活再建支援金　等

【その他】
●市営住宅　　●養護老人ホームの入所申請　等

マイナンバーの通知を
住民票の住所に送付

平成 27年 10 月 平成 28年 1月 平成 29年 1月 平成 29年 7月

国の行政機関の間で
情報連携を開始

地方公共団体等も
含めて情報連携を開始

・手続きでマイナン
　バーの利用が開始
・申請者に個人番号
　カードを交付

  マイナンバー制度実施のスケジュール　────────────────────────

平成 28年１月１日からマイナンバー等（一部の手続では法人番号の提示も必要）の提示が必要となる主な手続

  高知市におけるマイナンバー、法人番号の記載が必要となる主な手続き　─────────
高知市でマイナンバー、法人番号の提示が必要となる主な手続きは以下のとおりです。

コールセンター（全国共通ナビダイヤル）   ☎ ０５７０  - ２０  - ０１７８
平日９時 30 分から 17 時 30 分（土日祝日・年末年始を除く）
※通話料がかかります。
※一部 IP 電話等で上記のダイヤルに繋がらない場合は、☎０５０  - ３８１６  - ９４０５  におかけください。
※外国語対応は、☎０５７０  - ２０  - ０２９１  におかけください。（英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語対応）

  お問い合わせ先　──────────────────────────────────

※マイナンバーの記載が必要となる手続きの際には、
　通知カード又は個人番号カードを持参していただく必要があります。

❶

高知市の手続きについては、高知市コールセンター　☎ ０８８  - ８２２  - ８１１１

平成 27 年 10 月から、日本国内の全住民に通知される一人ひとり異なる 12 桁の番号をマイナンバー（個人番号）といいます。
個人が特定されないように、住所地や生年月日などと関係のない番号が 割り当てられます。
また、法人には 1法人 1つの法人番号（13 桁）が指定されます。

❹
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  安心・安全の仕組み　────────────────────────────────
マイナンバー制度の安心・安全を確保するため、制度面とシステム面の両方から個人情報保護の措置を講じています。

  民間事業者のみなさまも、マイナンバーを取り扱います。────────────────
平成 28 年 1月以降、税や社会保障の手続で従業員などのマイナンバーを記載する必要があります。
源泉徴収票の作成手続、健康保険・厚生年金・雇用保険の手続、証券会社や保険会社が行う配当金や保険金等の支払調書作成　など

分野 主な届出書等の内容 記載時期

雇用保険

「マイナンバー」を追加予定
●雇用保険被保険者資格取得・喪失届　など
「法人番号」を追加予定
●雇用保険適用事業所設置届　など

平成 28 年 1月 1日以降提出分～

社会保障

「マイナンバー」を追加予定
●健康保険･厚生年金保険被保険者資格取得・喪失届　など
●健康保険被扶養者（異動）届　など

平成 29年 1月 1日以降提出分～

「法人番号」を追加予定
●新規適用届　など

平成 28 年 1月 1日以降提出分～

記載書類 記載対象 一般的な場合

平成 28 年 1月 1日の属する年分以降の
申告書から

（平成 28 年分の場合）
平成 29 年２月 16 日から３月 15 日まで

平成 28 年１月１日以降に開始する
事業年度に係る申告書から

（平成 28 年 12 月末決算の場合）
平成 29 年２月 28 日まで

平成 28 年 1月 1日以降の金銭等の
支払等に係る法定調書から

（例）平成 28 年分給与所得の源泉徴収票、
平成 28 年分特定口座年間取引報告書
⇒　平成 29 年１月 31 日まで

所得税に関する書類

法人税に関する書類

法定調書

申請書・届出書
平成 28 年１月１日以降に提出すべき
申請書等から 各税法に規定する、提出すべき期限

罰則の強化
社会保障、税、災害対策の手続きのた
めに行政機関等に提供する場合を除き、
他人のマイナンバーを不正に入手する
ことや、マイナンバーを取り扱う者が、
特定個人情報ファイル※を不当に提供
することは処罰の対象となります。

情報システムの安全確保
①個人情報は一元管理せず、必要な時にネット
ワークを通じて情報の照会・提供を行います。
②操作する職員のアクセスを制御し、適正な情
報管理を行います。
③情報の照会・提供時には、通信データの暗号
化を実施します。

情報提供記録開示システム（マイナポータル） 
マイナンバーを含む自分の個人情報がやりとりされた記録などを、自宅等の
パソコンから確認できるシステムの運用が始まる予定です（国の情報につい
ては平成 29 年 1月から、市の情報については平成 29 年 7月から）。
マイナポータルには、このほか、
①行政機関などから一人ひとりに合ったお知らせが届く機能
②行政機関などへの手続きを関連して済ませる機能が使用できる予定です。

特定個人情報保護評価
特定個人情報※の電子データ等を持つ
国や市区町村などが、個人のプライバ
シー等の権利利益に与える影響を予測
して、情報の漏えいや事故等が起こる
リスクを分析し、リスクを軽減するた
めの適切な措置を取る仕組みです。

マイナンバーの取扱いにあたっては、ガイドラインを踏まえた対応が必要です。
マイナンバーをその内容に含む個人情報の適正な取扱いのために、民間事業者が最低限守るべきことや、より万全な対応が望ま
しいことを示したガイドラインを特定個人情報保護委員会が作成しました。マイナンバーの利用・提供・保管制限や特定個人情
報の安全管理の内容・方法について、全従業員への研修等によるガイドラインの理解と遵守の徹底をお願いいたします。

国税手続きにおける番号記載スケジュール

社会保障関係手続き（雇用保険・健康保険等）における番号記載スケジュール

※詳しくは国税庁特設ホームページ（http://www.nta.go.jp/mynumberinfo/index.htm）をご参照ください。

※詳しくは厚生労働省特設ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000062603.html）をご参照ください。

住民票がある方全員に、転送不要・簡易書留の封筒で住民票の住所に送付されます。外国人の方も対象です。
【封筒に入っているもの】
①マイナンバーの「通知カード」　　②「個人番号カード」の申請書と返信用封筒　　③説明書

  平成 27 年 10 月から、「通知カード」でマイナンバーをお知らせします。──────────

●申請方法
　①郵送（「個人番号カード」の申請書に必要事項を記入し、ご本人の顔写真を貼り、返信用封筒に入れて郵便ポストへ投函）
　②オンライン（スマートフォン等で顔写真を撮影し、所定のフォームからオンラインで申請）
●交付日数
　申請後、２週間程の見込みです。ただし、交付開始は平成 28 年１月からです。１～３月頃は混雑により２週間以上かかる可
　能性がありますので、e-Tax などの確定申告でご利用になる場合には、お早めの申請をお願いいたします。
　交付準備が整いましたら、交付通知書を送付します。
　　①交付通知書　②「通知カード」　③住民基本台帳カード（お持ちの方のみ）　④本人確認書類（※）　⑤認め印　など、
　　必要なものをあわせてお持ちになり、ご本人が窓口へお越しください。
　　なお、「通知カード」と住民基本台帳カードは、「個人番号カード」と交換になりますので、あらかじめご了承ください。
　　（※）詳しくは「通知カード」送付時に同封されたご案内をご覧ください。
●交付窓口
　中央窓口センター（地域の窓口センターをご希望の場合は、交付通知書が届いたら高知市コールセンター（☎822-8111) へご連絡ください。）

  平成 28 年１月からは、「個人番号カード」の交付が開始されます。（希望者のみ）──────
平成 28年１月以降、市役所で手続きをする際に、マイナンバーの提示が必要な場合がありますので、「通知カード」又は、「個
人番号カード」をお持ちください。
「通知カード」又は「個人番号カード」の記載事項（住所や氏名等）に変更があった場合は、その変更があった日から 14 日以内
に中央窓口センター又は各地域の窓口センターへお持ちください。

  「通知カード」と「個人番号カード」の違い　───────────────────────

  「個人番号カード」の取得方法　────────────────────────────

カードの種類 通知カード 個人番号カード

発行対象 マイナンバーを持つ人全員 希望者のみ　※「通知カード」と交換で交付です。

材質 紙製 プラスチック製（ＩＣカード）

主な記載事項

・マイナンバー（個人番号）
・氏名・住所・生年月日
・性別・発行年月日

【表面】・氏名・住所
　　　・生年月日・性別
　　　・顔写真・有効期限

【裏面】・マイナンバー
　　　　（個人番号）
　　　・氏名・生年月日

主な用途
・行政手続きにおけるマイナンバーの確認で
　利用（本人確認は運転免許証等が別途必要です。）

・行政手続きにおけるマイナンバーの確認で利用
・公的な本人確認書類としての利用
・電子証明書の利用

有効期間 なし
発行日から 10 回目の誕生日まで。
（ただし、20 歳未満の方は５回目の誕生日まで。）
電子証明書は、発行日から５回目の誕生日まで。

手数料
初回無料。
再交付 500 円。

初回無料。
再交付 1,000 円。ただし、電子証明書を発行しない場合は 800 円。

本制度の導入に伴い、住民基本台帳カードの交付が平成 27年 12 月で終了します。  
既にお持ちの住民基本台帳カードは有効期限までは利用できます。ただし、「個人番号カード」と２枚持つことはできません。
なお、住民基本台帳カード向けの電子証明書の発行の受付は、平成 27 年 12 月 22 日（火）までです。この日以降に電子証明書
を取得するには、「個人番号カード」を取得する必要があります。

※特定個人情報＝
　マイナンバーを含む個人情報
※特定個人情報ファイル＝
　特定個人情報の電子データ

❸ ❷
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  平成 27 年 10 月から、「通知カード」でマイナンバーをお知らせします。──────────

●申請方法
　①郵送（「個人番号カード」の申請書に必要事項を記入し、ご本人の顔写真を貼り、返信用封筒に入れて郵便ポストへ投函）
　②オンライン（スマートフォン等で顔写真を撮影し、所定のフォームからオンラインで申請）
●交付日数
　申請後、２週間程の見込みです。ただし、交付開始は平成 28 年１月からです。１～３月頃は混雑により２週間以上かかる可
　能性がありますので、e-Tax などの確定申告でご利用になる場合には、お早めの申請をお願いいたします。
　交付準備が整いましたら、交付通知書を送付します。
　　①交付通知書　②「通知カード」　③住民基本台帳カード（お持ちの方のみ）　④本人確認書類（※）　⑤認め印　など、
　　必要なものをあわせてお持ちになり、ご本人が窓口へお越しください。
　　なお、「通知カード」と住民基本台帳カードは、「個人番号カード」と交換になりますので、あらかじめご了承ください。
　　（※）詳しくは「通知カード」送付時に同封されたご案内をご覧ください。
●交付窓口
　中央窓口センター（地域の窓口センターをご希望の場合は、交付通知書が届いたら高知市コールセンター（☎822-8111) へご連絡ください。）

  平成 28 年１月からは、「個人番号カード」の交付が開始されます。（希望者のみ）──────
平成 28年１月以降、市役所で手続きをする際に、マイナンバーの提示が必要な場合がありますので、「通知カード」又は、「個
人番号カード」をお持ちください。
「通知カード」又は「個人番号カード」の記載事項（住所や氏名等）に変更があった場合は、その変更があった日から 14 日以内
に中央窓口センター又は各地域の窓口センターへお持ちください。

  「通知カード」と「個人番号カード」の違い　───────────────────────

  「個人番号カード」の取得方法　────────────────────────────

カードの種類 通知カード 個人番号カード

発行対象 マイナンバーを持つ人全員 希望者のみ　※「通知カード」と交換で交付です。

材質 紙製 プラスチック製（ＩＣカード）

主な記載事項

・マイナンバー（個人番号）
・氏名・住所・生年月日
・性別・発行年月日

【表面】・氏名・住所
　　　・生年月日・性別
　　　・顔写真・有効期限

【裏面】・マイナンバー
　　　　（個人番号）
　　　・氏名・生年月日

主な用途
・行政手続きにおけるマイナンバーの確認で
　利用（本人確認は運転免許証等が別途必要です。）

・行政手続きにおけるマイナンバーの確認で利用
・公的な本人確認書類としての利用
・電子証明書の利用

有効期間 なし
発行日から 10 回目の誕生日まで。
（ただし、20 歳未満の方は５回目の誕生日まで。）
電子証明書は、発行日から５回目の誕生日まで。

手数料
初回無料。
再交付 500 円。

初回無料。
再交付 1,000 円。ただし、電子証明書を発行しない場合は 800 円。

本制度の導入に伴い、住民基本台帳カードの交付が平成 27年 12 月で終了します。  
既にお持ちの住民基本台帳カードは有効期限までは利用できます。ただし、「個人番号カード」と２枚持つことはできません。
なお、住民基本台帳カード向けの電子証明書の発行の受付は、平成 27 年 12 月 22 日（火）までです。この日以降に電子証明書
を取得するには、「個人番号カード」を取得する必要があります。

※特定個人情報＝
　マイナンバーを含む個人情報
※特定個人情報ファイル＝
　特定個人情報の電子データ

❸ ❷
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マイナンバー制度が始まります。

社 号番税・障保会

マイナンバー制度が始まります。

マイナンバーでもっと便利に暮らしやすく  
マイナンバーは各機関が管理する個人情報が同じ人の情報であることを正確かつスムーズに確認するための基盤になります。
さらに、国や地方公共団体で分散管理する情報の連携がスムーズになり、様々なメリットをもたらします。

マイナンバーとは？  

公平・公正な社会の実現
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マイナンバーの活用により、所得や
他の行政サービスの受給状況を把握
しやすくなります。
負担を不当に免れることや不正な受
給の防止に役立ちます。
本当に困っている方へのきめ細かな
支援ができます。

国民の利便性の向上
年金や福祉などの申請時に、用意し
なければならない書類が減ります。
これにより、行政手続も簡素化され、
国民の負担が軽減されます。
行政機関にある自分の情報を確認し
たり、様々な行政サービスのお知ら
せを受け取ることがスムーズにでき
るようになります。

行政の効率化
行政事務が効率化され、国民の行政
ニーズに、これまで以上に対応でき
るようになります。
被災者台帳の作成などにマイナンバ
ーを活用することで、迅速な行政支
援が期待できます。

マイナンバーは生涯にわたって使うものです。
住所が変わっても、マイナンバーは原則変わりませんので、大切にしてください。

※国が新たに運用する「情報提供ネットワークシステム」で、情報のやりとりができるようになります。
　ネットワークの利用は、国が平成 29 年 1月から、市では平成 29 年 7月から開始する予定です。
　そのため、書類の添付が省略されるのは平成 29 年７月からとなります。

税分野 ●個人市県民税、軽自動車税、固定資産税　等

社会保障分野 【生活保護】
●生活保護

【中国残留邦人等支援】
●中国残留邦人等支援給付

【障害者福祉】
●身体障害者手帳の交付申請　　●障害福祉サービス等の支給申請
●自立支援医療費（育成・更生）の認定申請　　●特別児童扶養手当等の認定申請　等

【児童福祉】
●小児慢性特定疾病医療費　●保育所入所　●子どものための教育・保育給付　●児童扶養手当
●児童手当　●母子父子寡婦福祉資金貸付　●母子（父子）自立支援給付金　●妊娠の届出
●療育医療給付　●乳幼児医療費助成　●ひとり親医療費助成　等

【保険・年金】
●国民健康保険　　●後期高齢者医療　　●介護保険
●国民年金（市役所で受け付けているものに限る）　等

【健康増進】
●感染症入院医療費　等

【援護】
●戦没者等の遺族に対する特別弔慰金　●戦没者の妻に対する特別給付金
●戦傷病者の妻に対する特別給付金　●戦没者の父母に対する特別給付金　●被災者生活再建支援金　等

【その他】
●市営住宅　　●養護老人ホームの入所申請　等

マイナンバーの通知を
住民票の住所に送付

平成 27年 10 月 平成 28年 1月 平成 29年 1月 平成 29年 7月

国の行政機関の間で
情報連携を開始

地方公共団体等も
含めて情報連携を開始

・手続きでマイナン
　バーの利用が開始
・申請者に個人番号
　カードを交付

  マイナンバー制度実施のスケジュール　────────────────────────

平成 28年１月１日からマイナンバー等（一部の手続では法人番号の提示も必要）の提示が必要となる主な手続

  高知市におけるマイナンバー、法人番号の記載が必要となる主な手続き　─────────
高知市でマイナンバー、法人番号の提示が必要となる主な手続きは以下のとおりです。

コールセンター（全国共通ナビダイヤル）   ☎ ０５７０  - ２０  - ０１７８
平日９時 30 分から 17 時 30 分（土日祝日・年末年始を除く）
※通話料がかかります。
※一部 IP 電話等で上記のダイヤルに繋がらない場合は、☎０５０  - ３８１６  - ９４０５  におかけください。
※外国語対応は、☎０５７０  - ２０  - ０２９１  におかけください。（英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語対応）

  お問い合わせ先　──────────────────────────────────

※マイナンバーの記載が必要となる手続きの際には、
　通知カード又は個人番号カードを持参していただく必要があります。

❶

高知市の手続きについては、高知市コールセンター　☎ ０８８  - ８２２  - ８１１１

平成 27 年 10 月から、日本国内の全住民に通知される一人ひとり異なる 12 桁の番号をマイナンバー（個人番号）といいます。
個人が特定されないように、住所地や生年月日などと関係のない番号が 割り当てられます。
また、法人には 1法人 1つの法人番号（13 桁）が指定されます。

❹


